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基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則

の一部を改正する省令案について 
 

 

Ⅰ 改正の背景 

平成20年12月 16日付け情報通信審議会答申「ユニバーサルサービス制度の在り方

について」（情通審第 43 号。以下「答申」という。）においてＩＰ化の進展に伴う加入電話の

補てん対象額の減少への平成 21～23 年度の間の対応策として示されたコスト算定方法

上の補正（制度稼働時以降、加入電話から光ＩＰ電話（０ＡＢＪ－ＩＰ電話）へ移行した回線

数を加入者回線数に加算）を実施するため、所要の規定整備を行うものである。 

（コスト算定方法上の補正） 

１．加入電話の補てん対象額を算定する際に用いる基礎的電気通信役務原価の算定

におけるアナログ加入者回線の数の補正 

２．加入電話の補てん対象額の算定におけるアナログ加入者回線の数の補正 

 

 

Ⅱ 改正の概要 

１．加入電話の補てん対象額を算定する際に用いる基礎的電気通信役務原価

の算定におけるアナログ加入者回線の数の補正 
（☞第 18条に規定する総務大臣通知） 

基礎的電気通信役務原価の算定は、適格電気通信事業者が設備管理部門と設備

利用部門ごとに行う。設備管理部門の原価は、長期増分費用方式により資産及び費

用を整理した結果を基礎に、第 18 条に規定する総務大臣が通知する手順により、設

備利用部門の原価は、前年度に実際に要した設備利用部門の原価を基礎に、第19条

の規定に基づき別表第 10により、それぞれ基礎的電気通信役務ごとに算定することと

している。 

したがって、加入電話の補てん対象額を算定する際に用いる基礎的電気通信役務

原価のうち設備管理部門の原価について、光ＩＰ電話へ移行したアナログ加入者回線

について、当該回線を現に加入電話の提供の用に供しているものとみなし算定するこ

とについて、第 18 条の規定に基づき、通知することとする。 
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２．加入電話の補てん対象額の算定におけるアナログ加入者回線の数の補正 

（☞改正算定規則附則第８項：第５条第１項第１号の読替え） 

加入電話の補てん対象額の算定方法について、次のとおり、光ＩＰ電話へ移行したア

ナログ加入者回線について、当該回線を現に加入電話の提供の用に供しているものと

みなし、算定を行うこととする。 

（加入電話の補てん対象額の算定方法） 

① アナログ加入者回線の数の補正を行い計算した加入者回線単価により高コスト

地域（4.9％地域）を特定し、アナログ加入者回線の数の補正を行い算定対象原価

を計算。 

② アナログ加入者回線の数の補正を行い基準単価（ベンチマーク）と基準原価を計

算。 

③ ①の算定対象原価と②の基準原価の差額をとり、基準単価を下回る額がある場

合は加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．交付金の額を算定するための資料として、適格電気通信事業者が支援機

関へ届け出る事項等の追加 

交付金の額は、適格電気通信事業者ごとに、加入電話の補てん対象額、緊急通報

（加入電話に係るもの）の補てん対象額及び第一種公衆電話に係る補てん対象額を合

算し、当該合算額から当該適格電気通信事業者の算定自己負担額（適格電気通信事業

者自身が接続電気通信事業者等として負担する額）を控除して算定する。 

電気通信事業法第 109 条第２項では、適格電気通信事業者に対し、当該交付金の額

を算定するための資料として、原価及び収益の額等を支援機関へ届け出ることを義務付

けており、当該届け出る事項等について、追加を行うこととする。 
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加入電話の補てん対象額を算定する際に用いる「アナログ加入者回線」及び「加入

者回線単価」を追加                    （☞改正算定規則附則第９項） 

交付金の額を算定するための資料として、適格電気通信事業者が支援機関へ届け

出る事項として第７条で規定されている事項に、加入電話の補てん対象額の算定に必

要となる事項の追加を行うこととする。 

 

 

４．制度の見直し 

施行後３年後を目途とした見直し規定を置く。              （☞附則第２項） 

 

 

５．その他 

その他文言の適正化を図る。 

（☞改正算定規則第２条第４号、第 15条第２項第５号、別表第１） 
 

 

Ⅲ 施行日等 

施行期日は公布の日とする。 



基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の
一部を改正する省令案について

＜参考資料＞

５



「ユニバーサルサービス制度の在り方について」 答申の概略

2009～2011年度（H21～H23年度）のユニバーサルサービス制度の見直しについて

参ー１

2009 2011年度（H21 H23年度）のユニバ サルサ ビス制度の見直しについて

■現在のユニバーサルサービスの範囲である「加入電話」、「公衆電話」、

「緊急通報 今後 扱

■ 「加入電話」、「公衆電話」、「緊急通報」は、引き続きユニバーサル

サービスの範囲とするのが適当。

「光 電話 「携帯電話 は 費 利 実態等 点から

ユニバーサルサービスの範囲

「緊急通報」の今後の扱い

■急速に普及が進む「光ＩＰ電話」、「携帯電話」の取り扱い

■ 「光ＩＰ電話」、「携帯電話」は、費用面、利用実態等の点から、ユニ

バーサルサービスの範囲とすることは困難。次期見直しに向けて、料金

水準、利用動向等に注視。

コストの算定・負担方法

■平成１９年度のコスト算定方法の見直しにおいて、利用者負担の抑

制の観点から、当面の間の措置として適用された、現行のコスト算定

方式（※）の継続の要否

※ベンチマーク水準を「全国平均費用」から「全国平均費用＋標準偏差の２倍」

■ ベンチマーク水準を全国平均費用に戻すことが本来の在り方であるが、

利用者転嫁が続く状況においては、現行方式が最も適切。
※ベンチマ ク水準を 全国平均費用」から 全国平均費用＋標準偏差の２倍」

に変更するとともに、ＮＴＳコストの一部を接続料原価に段階的に参入

■ ＩＰ化の進展に伴うコスト算定方法の見直し

（光ＩＰ電話への移行に伴うベンチマークの上昇による補てん対象額の減

１
回
線
当
た

ベンチマーク水準（補正前）

補
て
ん
対（光 電話 の移行に伴うベンチマ クの上昇による補てん対象額の減

少への対応）

■ 加入電話から光ＩＰ電話へ移行した回線数を加入者回線数に加算す メタル加入者回線コスト（平均コスト）

光IP電話
の回線数
を加算

た
り
コ
ス
ト

NTSコスト（地域別）

ベンチマーク水準（補正後）
象
額

2010年代初頭以降におけるユニバーサルサービス制度の在り方（課題整理）について

■ 加入電話から光ＩＰ電話へ移行した回線数を加入者回線数に加算す

るというコスト算定方法上の補正を行うことが適当。
メタル加入者回線コスト（平均コスト）

光ＩＰ電話

4.9%

ＮＴＴ東西の加入電話

■ 平成２４年度以降を対象とする次期の制度見直しに資する、光ＩＰ電

話、携帯電話等の普及状況を踏まえた制度の方向性・課題の整理

■ 2010年代初頭以降の制度の在り方について、ＰＳＴＮからＩＰ網への移

行段階に着目し、「2010年代初頭以降（第１期）」と「2010年代初頭以

降（第２期）」の２つの段階に分け、課題を整理。
６



「基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金等規則」の一部改正の背景

ユニバーサルサービス制度の在り方についてユニバーサルサービス制度の在り方について （平成２０年１２月１６日答申）（平成２０年１２月１６日答申）

参ー２

第１章 2009～2011年度(平成21～23年度)のユニバーサルサービス制度

第２節 コストの算定・負担方法

オ ＩＰ化の進展に伴 コス 算定方法の見直し

ユニバ サルサ ビス制度の在り方についてユニバ サルサ ビス制度の在り方について （平成２０年１２月１６日答申）（平成２０年１２月１６日答申）

オ 化の進展に伴う ト算定方法の見直し

(ウ) ＩＰ化の進展に伴うコスト算定方法の補正の考え方

以上のことから、ＩＰ化の進展に伴い発生する課題への対応としては、メタル加入者回線コストに関する補正は行わず、従来のコスト算
定方法を踏襲しつつ、次期の状況も見据えた補正方法であり、また、ＩＰ化の進展に対する中立性も確保しうることを勘案して、加入電話
から光ＩＰ電話へ移行した回線数を加入者回線数に加算するというコスト算定方法上の補正を行うことが適当であるから光ＩＰ電話へ移行した回線数を加入者回線数に加算するというコスト算定方法上の補正を行うことが適当である。

【 コスト算定方法の補正方法 】【加入電話回線数の減少に伴う影響 】

補てん対象

額が減少

補てん対象額が
増加

１
回
線
当
た
り
コ ベンチマーク水準（補正前）

ベンチマーク水準が光IP電話へ
の移行による影響を受ける前の

状態まで低下 ④

③

１
回
線
当
た
り

②ベンチマーク
水準が上昇

額が減少

光IP電話
の回線数
を加算

コ
ス
ト

ベンチマーク水準（補正後）

①

③コ
ス
ト

光IP電
話や他
社直収
電話に
移行

メタル加入者回線コスト

を加算

高コスト地域の回線数

NTSコスト（地域別） ②
加入者回線コスト
（平均コスト）

NTSコスト（地域別）

移行

タ 入者回線 ス
（平均コスト）

光ＩＰ電話

高コスト地域の回線数
が光IP電話への移行に
よる影響を受ける前の
状態まで増加4.9%

ＮＴＴ東西の加入電話

①回線数が減少

ＮＴＴ東西の加入電話

4.9%

（平均コスト）

７



加入電話の補てん対象額の算定におけるアナログ加入者回線の数の補正を行う場合の
補てん対象額等の試算結果

参ー３

Ｈ２１年度 ※１ Ｈ２２年度 ※１ Ｈ２３年度 ※１

補てん対象額 （補正前）※２ １３０～１４０ 億円 １００～１２０億円 ７０～８０億円

【参考】番号単価 ※３ ８円程度 ７円程度 ５～６円程度

補てん対象額 （補正後）※４ １４０ １５０億円 １１０ １２０億円 ８０ ９０億円補てん対象額 （補正後）※４ １４０～１５０億円 １１０～１２０億円 ８０～９０億円

【参考】番号単価 ※３ ８円程度 ７円程度 ６円程度

※１ 認可年度。

※２ 需要のトレンドは、回線数：年▲7%・トラヒック：年▲10%、回線数：年▲12%・トラヒック：年▲15%の2パターンを試算。平成19年度認可ベースのコスト
を基に、それぞれの算定方法により補てん対象額を算定し、回線数変動による補てん対象額変動及びNTSコスト付け替えによる補てん対象額変動を
加味して試算。味 試算。

※３ 番号単価の試算に当たっては、公衆電話・緊急通報の補てん対象額及び支援業務費は平成１９年度認可実績値を使用。また、電気通信番号の総数
は平成２０年４月末の数値を使用。

※４ 平成１７年度末以降に加入電話から光IP電話へ移行した回線数を加入者回線数に加算するという補正を行った場合の加入電話の補てん対象額につ
いて試算。

８



加入電話の補てん額の算定におけるアナログ加入者回線の数の補正方法 参ー４

○回線数補正（加入電話から光ＩＰ電話へ移行した回線数を加入者回線数に加算するという補正）を行う際には、
低コスト地域、高コスト地域に関わらず、収容局ごとに行う。

収容局Ａ（低コスト地域） 収容局Ｂ（高コスト地域）

１

補てん対象額が
増加ベンチマーク水準が光IP電話へ

の移行による影響を受ける前の

補正の際に
加入者回線数に加算

補正の際に
加入者回線数に加算

１
回
線
当
た
り
コ

ベンチマーク水準（補正前）

収容局
ビルB

の移行による影響を受ける前の
状態まで低下

光IP電話
の回線数
を加算

ス
ト ベンチマーク水準（補正後）

PSTN光IP PSTN光IP

NTSコスト（地域別）

収容局
ビルA

メタル加入者回線コスト
（平均コスト）

NTSコスト（地域別）

4.9%
高 ト地域 回線数

光ＩＰ電話 ＮＴＴ東西の加入電話

高コスト地域の回線数
が光IP電話への移行に
よる影響を受ける前の
状態まで増加

９



≪東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東」という。）の補正回線数の算定方法≫ ［注：西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西」という ）の補正回線数についても同様に算定］

光ＩＰ電話へ移行した加入電話に対応するアナログ加入者回線数の具体的算定方法 参ー５

光ＩＰ電話（０ＡＢＪ－ＩＰ電話）へ移行した加入電話に対応するアナログ加入者回線数は、光ＩＰ電話利用数の純増数から算定。 具体的な算定手順は以下のとおり。

東日本電信電話株式会社（以下 東」という。）の補正回線数の算定方法 ［注：西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西」という。）の補正回線数についても同様に算定］

［手順１］ ＮＴＴ東以外の電気通信事業者（以下「他社」という。）の光ＩＰ電話利用数の純増数を算定

×

各年度末のＮＴＴ東エリア内の
全事業者のＦＴＴＨ契約数

各年度末の全国の
全事業者のＦＴＴＨ契約数

＝
各年度末の

ＮＴＴ東エリア内の
他社の光ＩＰ電話利用数

各年度末のＮＴＴ東西以外の
事業者の光ＩＰ電話利用数

※各年度の純増数
を算定

各年度の
ＮＴＴ東エリア内の

他社の
光ＩＰ電話利用数の純増数

各年度末のＮＴＴ東西の
ＦＴＴＨ契約数

各年度末のＮＴＴ東エリア内の
ＮＴＴ東のＦＴＴＨ契約数

－

－

［手順 ］ 東以外 電気通信事業者（以下 他社」 う。） 光 電話利用数 純増数を算定

各年度期首の加入電話回線数

［手順２］ 光ＩＰ電話利用数の純増数のうち加入電話からの移行相当分を算定

※ＮＴＴ東西：東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社をいう。 ※ＮＴＴ東エリア：ＮＴＴ東の業務区域の範囲をいう。

×
各年度期首の固定電話回線数(加入電話＋ＩＳＤＮ)
（各年度のＮＴＴ東の光提供エリアのみを対象）

各年度期首の加入電話回線数
（各年度のＮＴＴ東の光提供エリアのみ対象）

＝
各年度のＮＴＴ東エリア内の光ＩＰ電話利用数の純増数

【各年度の加入電話からの移行相当】
＋

各年度の
ＮＴＴ東の光ＩＰ電話
利用数の純増数

各年度のＮＴＴ東エリア内の
他社の光ＩＰ電話
利用数の純増数

※ＮＴＴ東の光提供エリアは、Ｂフレッツ芯線数が存在する収容局とする。

各年度の加入電話回線純減数

各年度の収容局別の加入電話回線純減数
（各年度のＮＴＴ東の光提供エリアのみ対象）

×
各年度の

ＮＴＴ東エリア内の収容局別の
光ＩＰ電 利用 の純増数

認可申請対象年度における
ＮＴＴ東エリア内の

収容局別の補正回線数

各年度のＮＴＴ東エリアの
光ＩＰ電話利用数の純増数 ＝

［手順３］ 光ＩＰ電話利用数の純増数（加入電話からの移行相当分）を収容局別に分計

※認可申請対象年度まで
各年度の純増数を累計

（各年度のＮＴＴ東の光提供エリアのみ対象）
話 数 純増数

【参考】ＮＴＴ東西以外のデータの把握方法等について

データの内容 把握方法 把握時期

各年度末の他社の光ＩＰ電話利用数 総務省公表の「電気通信サービスの加入契約数等の状況」により把握（※千番号単位） 毎年５月末頃

各年度末のＮＴＴ東エリア内の全事業者のＦＴＴＨ契約数
総務省公表の「ブロードバンドサービスの契約数等」により把握 毎年６月中旬頃

各年度末の全国の全事業者のＦＴＴＨ契約数

１０



審議スケジュール（案） 参ー６

200200９９年年
１１月月 ２２月月 ３３月月 ４４月月１１月月 ２２月月 ３３月月 ４４月月

下
旬29 230

中
旬 旬

▲
答
申

29
▲
諮
問

2
▲
意
見
公

30
▲
意
見
公

旬
▲
ユ
ニ
バ

電気通信

事業部会等

公
募
締
切

公
募
開
始

バ
ー
サ
ル
ササ
ー
ビ
ス
委委
員
会

※上記日程は、審議状況等により変動がありうる。

１１



  
 
 
 

 

  
 

  

○
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
交
付
金
及
び
負
担
金
算
定
等
規
則
（
平
成
十
四
年
総
務
省
令
第
六
十
四
号
） 

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
） 

改
正
案 

現
行 

（
用
語
） 

第
二
条 

こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
電
気
通
信
事
業
法
（
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
、
電
気
通
信
事
業
法
施
行
令
（
以
下
「
施
行
令
」
と
い
う
。
）、
電
気
通
信

事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
五
号
。
以
下
「
施
行
規
則
」
と

い
う
。
）
、
電
気
通
信
事
業
会
計
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
六
号
）
、
端

末
設
備
等
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
三
十
一
号
）
、
第
一
種
指
定
電
気
通
信

設
備
接
続
会
計
規
則
（
平
成
九
年
郵
政
省
令
第
九
十
一
号
。
以
下
「
接
続
会
計
規
則
」

と
い
う
。
）
及
び
接
続
料
規
則
（
平
成
十
二
年
郵
政
省
令
第
六
十
四
号
）
に
お
い
て

使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ

れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。  

一
〜
三 

（
略
）  

四 

算
定
対
象
原
価 

す
べ
て
の
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
の
う
ち
他
の
適
格
電
気

通
信
事
業
者
に
係
る
も
の
も
含
め
て
加
入
者
回
線
単
価
が
最
高
額
の
も
の
か
ら

千
分
の
四
十
九
の
範
囲
に
属
す
る
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
（
次
号
に
お
い
て
「
合

算
算
定
対
象
加
入
者
回
線
」
と
い
う
。
）
に
係
る
加
入
者
回
線
単
価
を
合
算
し
た

も
の
で
あ
っ
て
、
各
適
格
電
気
通
信
事
業
者
に
係
る
も
の
を
い
う
。  

五
・
六 

（
略
） 

  

（
設
備
管
理
部
門
の
資
産
及
び
費
用
の
整
理
）  

第
十
五
条 

（
略
） 

２ 

前
項
の
整
理
は
、
適
格
電
気
通
信
事
業
者
の
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
電
気

通
信
設
備
を
次
に
掲
げ
る
事
項
を
確
保
す
る
よ
う
に
新
た
に
構
成
す
る
も
の
と
し

（
用
語
） 

第
二
条 

こ
の
省
令
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
電
気
通
信
事
業
法
（
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
、
電
気
通
信
事
業
法
施
行
令
（
以
下
「
施
行
令
」
と
い
う
。
）、
電
気
通
信

事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
五
号
。
以
下
「
施
行
規
則
」
と

い
う
。
）
、
電
気
通
信
事
業
会
計
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
六
号
）
、
端

末
設
備
等
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
三
十
一
号
）
、
第
一
種
指
定
電
気
通
信

設
備
接
続
会
計
規
則
（
平
成
九
年
郵
政
省
令
第
九
十
一
号
。
以
下
「
接
続
会
計
規
則
」

と
い
う
。
）
及
び
接
続
料
規
則
（
平
成
十
二
年
郵
政
省
令
第
六
十
四
号
）
に
お
い
て

使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
ほ
か
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
そ
れ
ぞ

れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。  

一
〜
三 

（
略
）  

四 

算
定
対
象
原
価 

す
べ
て
の
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
の
う
ち
他
の
適
格
電
気

通
信
事
業
者
に
係
る
も
の
も
含
め
て
加
入
者
回
線
単
価
が
最
高
額
の
も
の
か
ら

千
分
の
四
十
九
の
範
囲
に
属
す
る
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
（
次
号
に
お
い
て
「
合

算
算
定
対
象
加
入
者
回
線
」
と
い
う
。
）
に
係
る
回
線
単
価
を
合
算
し
た
も
の
で

あ
っ
て
、
各
適
格
電
気
通
信
事
業
者
に
係
る
も
の
を
い
う
。  

五
・
六 

（
略
） 

  
（
設
備
管
理
部
門
の
資
産
及
び
費
用
の
整
理
）  

第
十
五
条 
（
略
） 

２ 

前
項
の
整
理
は
、
適
格
電
気
通
信
事
業
者
の
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
電
気

通
信
設
備
を
次
に
掲
げ
る
事
項
を
確
保
す
る
よ
う
に
新
た
に
構
成
す
る
も
の
と
し

 

基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
交
付
金
及
び
負
担
金
算
定
等
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
新
旧
対
照
条
文 
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て
行
う
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

一
〜
四 

（
略
） 

五 

第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
さ
れ
た
通
信
量
等
及
び
施
行
規
則
第

四
十
条
の
四
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
さ
れ
た
通
信
回
数
を
収
容
す
る

こ
と
が
で
き
る
範
囲
内
で
可
能
な
限
り
小
さ
な
収
容
能
力
を
有
す
る
こ
と  

３
・
４ 

（
略
） 

  

附
則 

１
〜
７ 

（
略
） 

 

８ 

当
分
の
間
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定

中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

 

（
略
） 

（
略
） 

第
五
条
第
一
項
第

一
号 

算
定
対
象
原
価 

平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
Ｉ
Ｐ
電
話

（
電
気
通
信
番
号
規
則
（
平
成
九
年
郵
政

省
令
第
八
十
二
号
）
第
九
条
第
一
項
第
一

号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
番
号
を
使
用
す

る
も
の
に
限
る
。
以
下
「
Ｉ
Ｐ
電
話
」
と

い
う
。）
に
移
行
し
た
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回

線
を
現
に
加
入
電
話
の
提
供
の
用
に
供
し

て
い
る
も
の
と
み
な
し
て
計
算
し
た
算
定

対
象
原
価 

平
均
原
価 

平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
Ｉ
Ｐ
電
話
に

移
行
し
た
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
を
現
に

て
行
う
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

一
〜
四 

（
略
） 

五 

第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
記
録
さ
れ
た
通
信
量
等
及
び
前
条
第
二
項

の
規
定
に
よ
り
通
知
さ
れ
た
通
信
量
等
を
収
容
す
る
こ
と
が
で
き
る
範
囲
内
で

可
能
な
限
り
小
さ
な
収
容
能
力
を
有
す
る
こ
と  

３
・
４ 

（
略
） 

  

附
則 

１
〜
７ 

（
略
） 

 

８ 

当
分
の
間
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定

中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。 

 

（
略
） 

（
略
） 

第
五
条
第
一
項
第

一
号 

平
均
原
価 

基
準
原
価 

平
均
単
価 

基
準
単
価 
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加
入
電
話
の
提
供
の
用
に
供
し
て
い
る
も

の
と
み
な
し
て
計
算
し
た
基
準
原
価 

各
算
定
対
象
加
入

者
回
線
の
加
入
者

回
線
単
価 

平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
Ｉ
Ｐ
電
話
に

移
行
し
た
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
を
現
に

加
入
電
話
の
提
供
の
用
に
供
し
て
い
る
も

の
と
み
な
し
た
場
合
の
各
算
定
対
象
加
入

者
回
線
の
加
入
者
回
線
単
価 

平
均
単
価 
平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
Ｉ
Ｐ
電
話
に

移
行
し
た
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
を
現
に

加
入
電
話
の
提
供
の
用
に
供
し
て
い
る
も

の
と
み
な
し
て
計
算
し
た
基
準
単
価 

 

９ 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
適
格
電
気
通
信
事
業
者
は
、
第
七
条
第
一
号
の
届
出
を
す

る
と
き
は
、
併
せ
て
、
第
五
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
額
を
算
定
す
る
際
に
用
い

る
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
の
数
及
び
加
入
者
回
線
単
価
を
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
、
適
格
電
気
通
信
事
業
者
は
、
第
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
別
表
第
二

に
準
じ
て
作
成
し
た
届
出
書
に
そ
の
算
出
の
根
拠
に
関
す
る
説
明
を
記
載
し
た
書
類
を

添
え
て
、
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

10 

（
略
） 

                       
９ 

（
略
） 

 
 
 

附 

則 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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（
検
討
） 

２ 

総
務
大
臣
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
後
三
年
を
目
途
と
し
て
、
改
正
後
の
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
交
付
金
及
び
負
担
金
算
定
等
規
則
の
規
定
に
つ
い
て
見
直
し
を
行

い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 
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基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部を改正する省令案新旧対照条文（別表部分） 
 
○基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則（平成十四年総務省令第六十四号）  

（傍線の部分は改正部分） 
改 正 案 現   行 

 

別表第１（第６条関係） 法第 108 条第１項の規定に係る基礎的電気通信役務の提供に要した原価及び基礎的電気

通信役務の提供により生じた収益の額明細表 

適格電気通信事業者名             

年度分

（単位 円）

 収益の額 

設備管理部門の

基礎的電気通信

役務原価 

設備利用部門の

基礎的電気通信

役務原価 

基礎的電気通信

役務原価 

１ 施行規則第

14 条第１号に

掲げるもの 

(1) 同号イに掲

げるもの 

    

(2) 同号ロに掲

げるもの 

    

(3) 同号ハに掲

げるもの 

    

 小 計     

２ 施行規則第

14 条第２号に

掲げるもの 

(1) 同号イに掲

げるもの 

    

(2) 同号ロに掲

げるもの 

    

(3) 同号ハに掲

げるもの 

    

 小 計     

合  計     

 

注１ 収益の額の欄には、接続電気通信事業者等（適格電気通信事業者であるものを除く。）が利用者料金を設定

している電気通信役務であって、当該適格電気通信事業者が設置している電気通信設備との接続及び当該電気

通信設備を用いる卸電気通信役務の利用に係る基礎的電気通信役務の提供により生じた適格電気通信事業者

の収益の額を含まないものとすること。 

２ 収益の額は、施行規則第 14 条第１号イからハまで及び第２号イからハまでに規定する基礎的電気通信役務

ごとに、施行規則第 40 条の３又は第 40 条の５の規定により提出した基礎的電気通信役務収支表に記載した営

業費用の額に係る原価から、別表第 10 の１の科目ロ及びハ並びに３及び４の科目の控除対象原価の内容の欄

に係る原価を差し引いたものを、同基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に係る原価で除して得

た数値に、同基礎的電気通信役務収支表に記載した営業収益の額を乗じて算定すること。 

 

別表第１（第６条関係） 法第 108 条第１項の規定に係る基礎的電気通信役務の提供に要した原価及び基礎的電気

通信役務の提供により生じた収益の額明細表 

適格電気通信事業者名             

年度分

（単位 円）

 収益の額 

設備管理部門の

基礎的電気通信

役務原価 

設備利用部門の

基礎的電気通信

役務原価 

基礎的電気通信

役務原価 

１ 施行規則第

14 条第１号に

掲げるもの 

(1) 同号イに掲

げるもの 

    

(2) 同号ロに掲

げるもの 

    

(3) 同号ハに掲

げるもの 

    

 小 計     

２ 施行規則第

14 条第２号に

掲げるもの 

(1) 同号イに掲

げるもの 

    

(2) 同号ロに掲

げるもの 

    

(3) 同号ハに掲

げるもの 

    

 小 計     

合  計     

 

注１ 収益の額の欄には、接続電気通信事業者等（適格電気通信事業者であるものを除く。）が利用者料金を設定

している電気通信役務であって、当該適格電気通信事業者が設置している電気通信設備との接続及び当該電気

通信設備を用いる卸電気通信役務の利用に係る基礎的電気通信役務の提供により生じた適格電気通信事業者

の収益の額を含まないものとすること。 

２ 収益の額は、施行規則第 14 条第１号イからハまで及び第２号イからハまでに規定する基礎的電気通信役務

ごとに、施行規則第 40 条の３の規定により提出した基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に係

る原価から、別表第 10 の１の科目ロ及びハ並びに３及び４の科目の控除対象原価の内容の欄に係る原価を差

し引いたものを、同基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に係る原価で除して得た数値に、同基

礎的電気通信役務収支表に記載した営業収益の額を乗じて算定すること。 
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３ ２の施行規則第40条の３又は第40条の５の規定により提出した基礎的電気通信役務収支表に記載した営業

費用の額に係る原価は、同基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に、他人資本費用、自己資本費

用及び利益対応税の合計額を加えて算定すること。 

４ 接続料規則第 11 条、第 12 条及び第 13 条の規定（第 11 条第３項ただし書及び第５項ただし書の規定を除く

。）は、３における施行規則第 40 条の３又は第 40 条の５の規定により提出した基礎的電気通信役務収支表に

記載した営業費用の額に係る原価を構成する他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税の計算について準用

する。この場合において、接続料規則第 11 条第１項中「第４条に規定する機能に係る他人資本費用」とある

のは「適格電気通信事業者の提供する基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第 12 条

第２項に規定する電気通信役務（卸電気通信役務を含む。）に係る他人資本費用」と、「第４条に規定する機能

に係るレートベース」とあるのは「適格電気通信事業者の提供する基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及

び負担金算定等規則第 12 条第２項に規定する電気通信役務に係るレートベース」と、同条第２項及び第５項、

第 12 条第１項並びに第 13 条第１項中「第４条に規定する機能」とあるのは「適格電気通信事業者の提供する

基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第 12 条第２項に規定する電気通信役務」と、

同令第 11 条第２項及び第３項中「対象設備等」とあるのは「基礎的電気通信役務の提供に係る電気通信設備、

附属設備並びに土地及び施設」と、同条第３項中「法第 33 条第５項の機能に係るものにあっては別表第３様

式第２の固定資産帰属明細表の正味固定資産価額を基礎として、その他の機能に係るものにあっては接続会計

規則別表第２様式第３の固定資産帰属明細表の帳簿価額を基礎として算定された額とする」とあるのは「接続

会計規則別表第２様式第３の固定資産帰属明細表の帳簿価額に準じて算定された額とする」と、同条第４項中

「第一種指定設備管理部門」とあるのは「設備管理部門及び設備利用部門」と、「第一種指定電気通信設備」

とあるのは「設備管理部門及び設備利用部門」と、同条第５項中「対象設備等の第一種指定設備管理運営費」

とあるのは「基礎的電気通信役務の提供に係る営業費用」と、「当該機能に係る接続料」とあるのは「当該電

気通信役務に関する料金並びに当該電気通信役務の提供に関し他の電気通信事業者との間で締結する電気通

信設備の接続に関する協定及び卸電気通信役務の提供に関する契約により取得する金額又は料金」と、同令第

12 条第１項中「当該機能」とあるのは「適格電気通信事業者の提供する基礎的電気通信役務の提供に係る交付

金及び負担金算定等規則第 12 条第２項に規定する電気通信役務」と読み替えるものとする。 

５ １の項(3)及び２の項(3)の設備管理部門の基礎的電気通信役務原価の欄には、当該役務を提供するために要

した費用から当該役務を行うための設備等の設置への対価として得た収益を差し引いた額を記載すること。 

６ ２の項(1)及び(2)の収益の額の欄には、施行規則第 14 条第２号に掲げる第一種公衆電話機の一台当たりの

収益の額をアナログ公衆電話機の一台当たりの収益の額とみなして算定したものを記載することができる。 

 

３ ２の施行規則第 40 条の３の規定により提出した基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に係る

原価は、同基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額に、他人資本費用、自己資本費用及び利益対応

税の合計額を加えて算定すること。 

４ 接続料規則第 11 条から第 13 条までの規定（第 11 条第３項ただし書及び第５項ただし書の規定を除く。）は

、３における施行規則第 40 条の３の規定により提出した基礎的電気通信役務収支表に記載した営業費用の額

に係る原価を構成する他人資本費用、自己資本費用及び利益対応税の計算について準用する。この場合におい

て、接続料規則第 11 条第１項中「第４条に規定する機能に係る他人資本費用」とあるのは「適格電気通信事

業者の提供する基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第 12 条第２項に規定する電気

通信役務（卸電気通信役務を含む。）に係る他人資本費用」と、「第４条に規定する機能に係るレートベース」

とあるのは「適格電気通信事業者の提供する基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第

12 条第２項に規定する電気通信役務に係るレートベース」と、同条第２項及び第５項、第 12 条第１項並びに

第 13 条第１項中「第４条に規定する機能」とあるのは「適格電気通信事業者の提供する基礎的電気通信役務

の提供に係る交付金及び負担金算定等規則第 12 条第２項に規定する電気通信役務」と、同令第 11 条第２項及

び第３項中「対象設備等」とあるのは「基礎的電気通信役務の提供に係る電気通信設備、附属設備並びに土地

及び施設」と、同条第３項中「法第 33 条第５項の機能に係るものにあっては別表第３様式第２の固定資産帰

属明細表の正味固定資産価額を基礎として、その他の機能に係るものにあっては接続会計規則別表第２様式第

３の固定資産帰属明細表の帳簿価額を基礎として算定された額とする」とあるのは「接続会計規則別表第２様

式第３の固定資産帰属明細表の帳簿価額に準じて算定された額とする」と、同条第４項中「第一種指定設備管

理部門」とあるのは「設備管理部門及び設備利用部門」と、「第一種指定電気通信設備」とあるのは「設備管

理部門及び設備利用部門」と、同条第５項中「対象設備等の第一種指定設備管理運営費」とあるのは「基礎的

電気通信役務の提供に係る営業費用」と、「当該機能に係る接続料」とあるのは「当該電気通信役務に関する

料金並びに当該電気通信役務の提供に関し他の電気通信事業者との間で締結する電気通信設備の接続に関す

る協定及び卸電気通信役務の提供に関する契約により取得する金額又は料金」と、同令第 12 条第１項中「当

該機能」とあるのは「適格電気通信事業者の提供する基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定

等規則第 12 条第２項に規定する電気通信役務」と読み替えるものとする。 

５ １の項(3)及び２の項(3)の設備管理部門の基礎的電気通信役務原価の欄には、当該役務を提供するために要

した費用から当該役務を行うための設備等の設置への対価として得た収益を差し引いた額を記載すること。 

６ ２の項(1)及び(2)の収益の額の欄には、施行規則第 14 条第２号に掲げる第一種公衆電話機の一台当たりの

収益の額をアナログ公衆電話機の一台当たりの収益の額とみなして算定したものを記載することができる。 
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○
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
交
付
金
及
び
負
担
金
算
定
等
規
則
（
平
成
十
四
年
総
務
省
令
第
六
十
四
号
） 

（
傍
線
の
部
分
は
読
替
部
分
。
） 

読 

替 

後 

読 

替 

前 

（
交
付
金
の
額
の
算
定
方
法
等
）  

第
五
条 

法
第
百
九
条
第
一
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
適
格
電
気
通
信
事
業
者

ご
と
に
、
次
に
掲
げ
る
額
を
合
算
し
て
得
た
額
（
以
下
「
補
て
ん
対
象
額
」
と
い
う
。
）

か
ら
、
自
ら
交
付
金
の
交
付
を
受
け
る
適
格
電
気
通
信
事
業
者
を
接
続
電
気
通
信
事
業

者
等
と
み
な
し
て
、
第
二
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
を
適
用
し
て
算
定
し
た

額
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
二
十
七
条
に
お
い
て
「
当
該
適
格
電
気
通
信
事
業
者
の
算
定

自
己
負
担
額
」
と
い
う
。
）
を
控
除
す
る
方
法
と
す
る
。  

一 

平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
Ｉ
Ｐ
電
話
（
電
気
通
信
番
号
規
則
（
平
成
九
年
郵
政

省
令
第
八
十
二
号
）
第
九
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
電
気
通
信
番
号
を
使
用
す

る
も
の
に
限
る
。
以
下
「
Ｉ
Ｐ
電
話
」
と
い
う
。
）
に
移
行
し
た
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回

線
を
現
に
加
入
電
話
の
提
供
の
用
に
供
し
て
い
る
も
の
と
み
な
し
て
計
算
し
た
算
定

対
象
原
価
が
平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
Ｉ
Ｐ
電
話
に
移
行
し
た
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者

回
線
を
現
に
加
入
電
話
の
提
供
の
用
に
供
し
て
い
る
も
の
と
み
な
し
て
計
算
し
た
基

準
原
価
を
上
回
る
場
合
の
当
該
上
回
る
額
（
平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
Ｉ
Ｐ
電
話

に
移
行
し
た
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
を
現
に
加
入
電
話
の
提
供
の
用
に
供
し
て
い
る

も
の
と
み
な
し
た
場
合
の
各
算
定
対
象
加
入
者
回
線
の
加
入
者
回
線
単
価
の
う
ち
、

平
成
十
八
年
四
月
一
日
以
降
Ｉ
Ｐ
電
話
に
移
行
し
た
ア
ナ
ロ
グ
加
入
者
回
線
を
現
に

加
入
電
話
の
提
供
の
用
に
供
し
て
い
る
も
の
と
み
な
し
て
計
算
し
た
基
準
単
価
を
下

回
る
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
下
回
る
額
を
そ
れ
ぞ
れ
合
算
す
る
も
の
と
す
る
。
）

二
・
三 

（
略
） 

２
〜
４ 

（
略
） 

（
交
付
金
の
額
の
算
定
方
法
等
）  

第
五
条 

法
第
百
九
条
第
一
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
適
格
電
気
通
信
事
業
者

ご
と
に
、
次
に
掲
げ
る
額
を
合
算
し
て
得
た
額
（
以
下
「
補
て
ん
対
象
額
」
と
い
う
。
）

か
ら
、
自
ら
交
付
金
の
交
付
を
受
け
る
適
格
電
気
通
信
事
業
者
を
接
続
電
気
通
信
事
業

者
等
と
み
な
し
て
、
第
二
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
を
適
用
し
て
算
定
し
た

額
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
二
十
七
条
に
お
い
て
「
当
該
適
格
電
気
通
信
事
業
者
の
算
定

自
己
負
担
額
」
と
い
う
。
）
を
控
除
す
る
方
法
と
す
る
。  

一 

算
定
対
象
原
価
が
平
均
原
価
を
上
回
る
場
合
の
当
該
上
回
る
額
（
各
算
定
対
象
加

入
者
回
線
の
加
入
者
回
線
単
価
の
う
ち
、
平
均
単
価
を
下
回
る
額
が
あ
る
場
合
に
は
、

当
該
下
回
る
額
を
そ
れ
ぞ
れ
合
算
す
る
も
の
と
す
る
。）  

         

二
・
三 

（
略
）  

２
〜
４ 

（
略
） 

 

 

基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
交
付
金
及
び
負
担
金
算
定
等
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
読
替
表 
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